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安中	 進*	 喜多宗則† 

 
要旨 

 
本研究は、民主的平和論(Democratic peace theory)の隆盛の中にあって必ずしも十分な
分析の対象とされてこなかった国内要因の 1つである兵士のリクルート方式に着目し、近
年日本国内外において議論の的となっている徴兵制が政治体制とどのように関係し、紛争

開始確率にどのような影響を与えるかを分析した。本研究では、民主主義国家においては

多くの国民が紛争参加を自らのコストと考えるため、徴兵制の好戦的傾向が低下する一方

で、権威主義国家においては徴兵制のもつ好戦的傾向が低下しないという理論的想定の

下、民主主義国家における徴兵制は紛争開始確率を上昇させないが、権威主義国家におけ

る徴兵制は紛争確率を上昇させるという仮説を 1820年から 2005年までの超長期の方向性
を伴ったダイアド(Directed dyad)データを用いて検証した。分析結果は、本研究の仮説を
支持した。このような分析結果は、一般にイメージされる徴兵制の好戦的傾向は、主に権

威主義国家における徴兵制において見られるものであり、民主主義国家においては、そう

した傾向が見られないと示唆している。これまで規範的な分野で特に議論されており、実

証的な知見の乏しかった徴兵制と政治体制の関係が国際紛争に与える影響を計量的な手法

によって分析した点に本研究の新たな貢献がある。 
 

1. はじめに 
 
多大な影響力で比較政治と国際政治を分断させる「呪縛」をもたらしたウォルツ

(1959=2013)によって「還元論」と批判され停滞した「第 2 イメージ」論だったが、民主
的平和論(Democratic peace theory)が台頭し、国内の政治体制が国際秩序に与える影響を
分析する一大潮流となった(藤原 2001; 河野 2001)。そして、この民主的平和論において、
一体いかなるメカニズムによって民主主義国家や民主主義国家同士の組み合わせ(Dyad)が
平和をもたらすのか様々な研究が行われてきた。しかしながら、こうした民主的平和論が

民主主義という体制そのものに関わる要素以外の国内的制度を分析した隣接領域の研究に

必ずしも十分に着目してこなかったのは、石田(1997)が「しかるに、これらの領域で展開
されている体制・制度分析に対しては DP 論が十分な関心を払ってきたとは認め難く、こ
の点で、その理論的基礎は脆弱である」(35)と指摘する通りであろう。こうした既存の分
析枠組みから多くの場合零れ落ちながらも国際秩序に大きな影響を与えると考えられる国

内的制度の 1つに兵士のリクルート方式がある。 
現在、アメリカをはじめとした複数の先進民主主義国において徴兵制の復活が議論され

ている(Liebert and Golby 2017; Hauser 2018)。戦後平和主義を一貫して追求してきたと
考えられている日本にも、その影響が一部で見られる。たとえば、井上(2015a)や三浦
(2019)は徴兵制の(再)導入を主張している。しかし、こうした既存の議論では実証的な研
究が疎かにされている感が否めない1。仮に実証的な例が挙げられるとしても、ヴェトナム

戦争におけるアメリカの反戦運動と徴兵制の関わりを示すといった程度に留まっている。

さらにいえば、こうした一部の事例を除くと一般的に徴兵制は好戦的だと思われている。
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実際、実証的な先行研究においても、Choi and James(2003) や Pickering(2011)では、徴
兵制を敷くと紛争が開始されやすいと指摘されている。日本の研究者による議論では、民

主主義国家たる日本における徴兵制の導入が念頭に置かれているが、徴兵制一般を見た場

合、こうした兵士のリクルート方式の影響は、民主的平和論が示唆するように各国の政治

体制によっても異なる可能性がある。兵士のリクルート方式と、このような政治体制との

交互作用を分析した研究は僅少だが、Vasquez(2005)では、徴兵制の民主主義は紛争犠牲
者が少ないと主張され、Horowitz, Simpson, and Stam (2011)では、志願制の民主主義は
紛争犠牲者が少ないという反対の主張がなされており、紛争犠牲者で見ると決着はついて

いない。 
本研究は、こうした政治体制と兵士のリクルート方式の関係が、国家の紛争開始確率に、

どのくらい影響を与えるのかという問いを立てる。そして、民主主義国家においては多く

の国民が紛争参加を自らのコストと考えるため、徴兵制の好戦的傾向が低下する一方で、

権威主義国家においては徴兵制のもつ好戦的傾向が低下しないという理論的想定の下、民

主主義国家における徴兵制は紛争開始確率を上昇させないが、権威主義国家における徴兵

制は紛争確率を上昇させるという仮説を 1820年から 2005年までの超長期の方向性を伴っ
たダイアド(Directed dyad)データを用いて検証する。その結果、仮説は概ね支持された。
こうした結果は、一般的に流布している徴兵制の好戦的なイメージは、多くの場合権威主

義体制によるイメージに由来しており、徴兵制そのものの好戦性は、民主主義的手続きの

紛争抑止力によって軽減させられると示唆しており、昨今の徴兵制導入にまつわる議論に

実証的見地から一石を投じた。 
以下では、第 2 節で先行研究をレヴューし、理論と仮説を提示する。第 3 節で仮説を検
証するための計量分析を行う。第 4節で結論と課題を述べる。 

 
2. 先行研究 

 
本研究では、政治体制と兵士のリクルート方式という 2 つの要因と紛争との関係を考察
する。したがって、これらを扱ってきた先行研究を取り上げる。 

 
2.1. 民主的平和論 
政治体制と紛争との関係では、民主的平和論が強い影響を及ぼし続けている。Gleditsch 

and Hegre(1997)によれば、民主的平和論は国家(Nation or Monodic)、2国間(Dyadic)、シ
ステム(System)の 3 つのレベルで議論が展開されてきた。このうち 2 国間、すなわち、民
主主義国家同士(Dyad)は戦争を起こしにくいという議論は、かなりの程度実証的に裏付け
られてきたとされる。それに対して、民主主義国家(Nation)が戦争を起こしにくいという
議論は、必ずしも実証的に裏付けられていないとされている。また、民主主義が世界中で

広まると戦争が起こりにくくなるというシステムレベルの議論は、そもそも分析が少ない

とされている。本研究に直接的に関係するのも前の 2 つの議論だと考え、次にこれらを概
観する。 
民主主義国家は戦争に参加しにくいという議論は、哲学者のイマニエル・カントが『永

久平和のために』において、共和制国家の成員は戦争参加を支持しないと主張したことに

由来する(カント 1795=1986)。このカントの主張が共和制から間接民主制に読み替えられ、
検証が試みられてきた。この主張を支持する現代における規範的な議論は、Doyle(1983a, 
1983b, 1986)あたりに始まり、実証的な議論は、Maoz and Abdolali(1989)、Bremer(1992, 
1993)、 Maoz and Russet(1993)あたりから本格的に始まったと考えて差し支えないであろ
う。そして、それ以降全てを網羅することは不可能だが、膨大な実証的研究が行われてお

り、その多くは民主的平和の存在を支持している(Beck, Katz, and Tucker 1998; Ray 1998; 
Gartzke 1998, 2000; Oneal and Russet 1999; Oneal, Russet, and Berbaum 2003; Schultz 
2001; Hensel, Goertz, and Diehl 2000; Dafoe 2011; Goldsmith et al. 2017)。また、紛争開
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始の条件をミクロ的に基礎付けた Fearon(1994)や Schultz(2001)に連なるサーヴェイ実験
を用いた世論の分析においても、民主的平和論の主張が裏付けられている(Johns and 
Davies 2012; Tomz and Weeks 2013)2。 
これに対して 1 国の民主主義国家が戦争に参加しにくいかどうかに関しては、かなり議
論が分かれている(Benoit 1996)。たとえば、Mansfield and Snyder(1995, 2002)のように、
特に民主化が好戦性をもたらすという主張がある(Kurizaki 2004)。しかしながら、
Benoit(1996)は、1 国の民主主義国家が戦争を起こしにくい性質を民主的平和主義
(Democratic pacifism)と呼び民主的平和論とは区別した上で、民主主義国家同士の組み合
わせ、すなわち、民主的平和のみだけではなく、民主的平和主義も存在すると主張した。

Rummel (1995)や Rousseau et al. (1996)、Enterline(1998)、Ward and Gleditsch (1998)
らも同様の主張をしており、この Dyadic ではなく Monadic な民主的平和主義を支持する
研究も少なからず存在しているといえる。 

 
2.2. 兵士のリクルート方式 
徴兵制と紛争との関係では、一般的に徴兵制は好戦的だと思われている。実際、先行研

究においても徴兵制は紛争を開始しやすいと指摘されている。Choi and James (2003)は、
1882 年から 1992 年までのダイアドデータを用いて、徴兵制を敷いた国家は Militarized 
Interstate Dispute(MIDs)で操作化した紛争に巻き込まれ易いと主張している。Pickering 
(2011)も同様に 1946 年から 2001 年までを対象に時系列クロスセクション(Time-Series-
Cross-Section, TSCS)データを用いて、徴兵制を敷いた国家は International Military 
Intervention(IMI)で操作化した紛争関連の行動に参加し易いと明らかにしている。 
これに対して、Choi and James (2008)は、1950 年から 1992 年までのダイアドデータ
を用いて、民主的平和に寄与する要因を外交関係やメディアといったコンポーネントに分

けて分析した上で、徴兵制は紛争開始を抑制すると同一著者の Choi and James (2003)と
は異なった結果を報告している3。加えて、兵士のリクルート方式に関しては、サーヴェイ

実験を用いて徴兵制の導入が世論に与える影響を分析している研究もある。Horowitz and 
Levendusky (2011)や Kriner and Shen (2016)は、徴兵制の導入は好戦性を低下させると
いう実験結果を報告している。したがって、一般的に流布している徴兵制の好戦的なイメ

ージが、実証的な研究において決着が付いているとまではいえないであろう。 
以上の研究は、政治体制と兵士のリクルート方式を個別に分析しているが、こうした政

治体制とリクルート方式の効果は、交互作用を及ぼしあって紛争開始に影響を与える可能

性がある。このような関係を分析した研究は僅少だが、Vasquez(2005)は、1950 年から
1985年までのデータを用いて、徴兵制の民主主義国家は紛争犠牲者が少ないと主張してい
る。その一方で、Horowitz, Simpson, and Stam (2011)は、1816年から 2001年までのデ
ータを用いて、志願制の民主主義国家は紛争犠牲者が少ないと主張をしており、民主主義

の下でのリクルート方式の違いが紛争犠牲者に与える影響を見ると結論は出ていない。	  
このように先行研究をまとめると、民主主義国家同士の組み合わせが紛争に至りにくい

という実証的な根拠は、かなりの程度認められているが、相手国の組み合わせを問わない

民主主義国家単体に対しては実証的な決着がついていない。兵士のリクルート方式に関し

ても、研究そのものが僅少であるのも影響して、徴兵制が好戦的だという結果が必ずしも

出ているわけではない。さらには、政治体制と兵士のリクルート方式の交互作用を分析し

た研究では正反対の主張が対立している。 
 

2.3. 先行研究の問題点と本研究の目的 
すでに見たように、本研究の分析対象として含まれる、組み合わせを問わない民主主義

国家、兵士のリクルート方式、政治体制とリクルート方式の関係を分析した先行研究は、

いずれも決着を見ていないといえる。したがって、いずれのレベルでも新たな検証が求め

られている状態にある。 
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さらに、本研究と最も直接的に関わる先行研究は、Vasquez(2005)や Horowitz, 
Simpson, and Stam (2011)だと思われるが、これらの先行研究において残されている問題
は、1．方向性を伴ったダイアドによる分析が行われていない、2．紛争犠牲者でのみでし
か分析が行われていない、3．そもそも結論が正反対である、といった点が挙げられる。1
つ目の点として、Vasquez (2005)に特に当てはまるだろうが、徴兵制が何らかの紛争抑止
効果をもつのであれば、それは攻撃国(Challenger)の側に見られるのであり、相手国
(Target)の側に見られるわけではないため、これらを区別して分析する必要性があるだろ
う(Reiter and Stam 2003)。2つ目の点として、紛争の抑止効果を見るのに、紛争犠牲者が
分析の対象となるのは、ややずれている印象がある。というのも、紛争犠牲者数というの

は、単純にリクルート方式による好戦性といった要素以外の影響を大いに受ける可能性が

高いからである。たとえば、志願制やプロフェッショナルな戦力と徴兵制による強制的な

戦力では、士気や鍛錬の度合などにも違いがあるかもしれない。したがって、ある国の好

戦性を特に確認したい場合は、別な変数の選択が望ましいはずである。3 つ目の点として、
Vasquez(2005)と Horowitz, Simpson, and Stam (2011)の結論が徴兵制と志願制の民主主
義国家で正反対だというのは、いうまでもなく問題である。 
本研究は、こうした問題点を考慮に入れ、方向性を伴ったダイアドデータを用いて分析

を行う。これにより、紛争を開始する側の政治体制やリクルート方式、紛争を仕掛けられ

た側の政治体制やリクルート方式などを考慮に入れられるようになる。そして、従属変数

には紛争犠牲者ではなく、Militarized Interstate Dispute(MIDs)を用いた分析を行い、好
戦性を明確に捉える。 

 
2.4. 理論と仮説 
本研究の理論は以下である。実験を除いた先行研究も指摘するように、徴兵制そのもの

は好戦的な傾向がある。それは、たとえば、政治的エリートが戦争の遂行を決断する際に

は人員を確保する必要があるといった点からも容易に理解可能である。しかしながら、徴

兵される国民の側に目を向けると、Vasquez(2005)が、「このカント理論の軍事的要素は
重要である。というのは、戦争へ行くコストが民主主義社会の広範囲か一部分に担われる

かの程度に影響する」(851)と主張するように、政治体制を考慮に入れた場合、徴兵制の導
入が必ずしも好戦性に直接的に結び付かない可能性がある。というのは、民主主義におい

て徴兵制を敷くということは、紛争へ参加する意思決定を行う人々を国民が選び、その国

民自身が軍隊に召集されることを意味するため、紛争のリスクを直接的に認識し、選挙に

おいても、そうした選好を反映させると考えられるからである4。 
それに対して、権威主義体制においては、徴兵制が敷かれ軍事的な人員が確保されると、

情報が操作されるなどして紛争開始のリスクが低く見積もられる可能性が高く、また仮に

国民が紛争に巻き込まれるリスクを直接的に認識し、厭戦気分が存在したとしても、紛争

開始の意思決定に民意が十分に反映されないと考えられる5 6。したがって、政治的エリー
トによる軍事要員確保という意図がもたらす徴兵制の好戦的傾向は、権威主義体制におい

て、抑止力がなく発揮されやすいと考えられる。このような理論を検証可能な仮説として

まとめると以下のようになる。 
 
仮説	 徴兵制を敷く民主主義国家では紛争開始確率が上昇しないが、徴兵制を敷く権威

主義国家では紛争確率が上昇する。 
 
	 次節ではこの仮説を検証するため、大規模なデータセットを用いて計量的な分析を行う。 
 
3. 計量分析 
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以下では前節の最後に導いた仮説を検証する。はじめに分析単位・期間、独立変数、従

属変数、コントロール変数を紹介したのち、分析で用いるモデルを議論し、計量分析の結

果を提示する。推定結果から、仮説が概ね支持されることを示し、分析上の今後の課題を

述べる。 
 
3.1. 分析単位・分析期間 
分析単位は、「潜在的な攻撃国」と「潜在的な相手国」の二国の組み合わせである方向

性を伴ったダイアド(Directed dyad)とする7。方向性を伴ったダイアド分析を行うことで、

「紛争が起こりやすい国家の組み合わせ」だけではなく、「どのような国家が攻撃的にな

りやすいか」「どのような国家が攻撃の対象になりやすいか」という一種の「方向性」を

加味することが可能となる(Reiter and Stam 2003; Goldsmith et al. 2017; 保城 2018)。方
向性を伴ったダイアドのデータセットは、EUGene を基にしている(Bennett and Stam 
2000)。分析期間は、1821 年から 2005 年までである。長期間を分析対象とすることで仮
説の外的妥当性を高めることが可能となるメリットがある。しかしながら、民主的平和論

をはじめ、国際関係論で「時期を問わず」妥当であるとされてきた理論が、実は分析期間

によってはその限りでは無いことが最近明らかにされつつある(Nieman 2016)。そこで本
分析では、1)全期間、2)第二次世界大戦前、3)冷戦中、4)冷戦以後という４つの異なる時
期を対象とした分析をロバストネスチェックの一環として行う。 
 
3.2. 独立変数 
軍のリクルート方式は徴兵制か志願制かという 2 種類に大別することが出来る。これま
で各国の軍のリクルート方式を歴史的に遡り収集したデータセットがいくつか公開されて

いるが、現状では Toronto(2014)が最も包括的なデータといえる。彼はこれまで作成され
たデータセット統合し、1800 年から 2005 年まで各年で各国が徴兵制を採用しているか否
かをまとめている。彼の定義によれば、徴兵制とは「軍隊の主なリクルート手段が強制力

によって賄う」制度を指している(Tronto 2014: 3)。このデータから、ダイアドの潜在的な
攻撃国が「徴兵制を採用している場合を 1」とするダミー変数を作成した。もう一つの主
要な独立変数である民主主義体制は、多くの先行研究で用いられている PolityIV の
Polity2の値が 6以上の国を「民主主義国」とするダミー変数をダイアドの潜在的な攻撃国
と相手国それぞれに関して作成している(Marshall and Jaggers 2002)。 

 
3.3. 従属変数 
政治体制とリクルート方式の関係を分析した Vasquez(2005)やHorowitz, Simpson, and 

Stam (2011)では、従属変数として紛争犠牲者が用いられていた。しかしながら、ある政
治体制とリクルート方式の組み合わせが好戦的かどうかを分析するには、紛争犠牲者を従

属変数に採用するのは若干問題がある。というのも、紛争犠牲者には、徴兵制だと体力や

士気にかかわらず戦地へ赴かなければならないといった状況や、志願制だと血気盛んでリ

スクを負い易いといった複雑な要因が絡まり、どのような政治体制とリクルート方式の組

み合わせが好戦的か厭戦的かという分析には相応しいとはいえない。それゆえ、本研究で

は、Militarized Interstate Disputes(MIDs)を従属変数として用いて分析する。 
MIDs は、「ある国家が明確に他国の政府や公的な代表、公的な軍、財産、領域に対す
る戦争には至らない威嚇、軍隊の誇示、使用」と定義される(Jones et al. 1996: 168)。
MIDs を用いる理由は、先行研究において数多く用いられており、現在公開されている最
新のMIDsは 1816年から 2010年までの超長期の紛争をカバーしている唯一のデータセッ
トであるからである(Maoz et al. 2018)8。International Crisis Behaviorを利用している先
行研究も存在するが(Goldsmit et al. 2017)、当該データセットは 1918年からしかデータが
存在しない(Brecher and Wilkenfeld 2000)。本研究では、従属変数は「MIDs を開始した
年」のみを 1 とするダミー変数である。本研究の主眼は、徴兵制と政治体制が他国に紛争
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を仕掛ける確率に影響を与えるか否かであり、紛争に陥りやすいか否かではないため、開

始年のみを対象としている。 
 
3.4. コントロール変数 
コントロール変数の投入は基本的に Goldsimith et al. (2017)にしたがっている9。まず、

国際機関の加盟をコントロールするため、Pevehouse et al. (2004)のデータを用いた。ここ
でいう国際機関とは、Correlates of War(以下 COW)において国家とされている加盟国が 3
カ国以上であり、最低10年に一回は会合を開いており、かつ事務局などの本部が存在して
いるものを指す(Pevehouse and Nordstrom 2003)。この条件に当てはまる国際機関にダイ
アドの構成国が同時に加盟している数をカウントし、「国際機関相互加盟数」とした。な

お、当該のデータセットは 1964 年以前では 5 年おきにしか観察がない。したがって、デ
ータが存在しない間の 4年間は最も近い過去の値を参照し補完している。 
次に、ダイアド の同盟を表す指標を Gibler(2009)のデータから作成した。当該のデータ
セットでは同盟内で生じる各国の義務によってそのタイプを区別している。即ち、1) 第三
国に攻撃された場合に防衛の義務が生じる防衛条約(defense pact)、2) 攻撃を行う第三国に
加勢しない中立条約(neutrality pact)、3) 加盟国に攻撃を行わない、あるいは第三国に攻
撃を受けた場合に支援を行う不可侵条約(non-aggression pact)、4) 国際的な危機や第三国
から攻撃を受けた際に一定の考慮を課すのみの協定(ententes)の 4 種類である。この同盟
のタイプに応じて重み付けした合計値を用いる(Goldsimith et al. 2017)。ダイアドの構成
国が相互に防衛条約を結んでいた場合には 1、中立条約を結んでいる場合には 0.5、不可侵
条約を結んでいた場合には 0.25、協定を結んでいた場合には 0.125とした。 
また、潜在的な攻撃国の相手国との経済的な関係を表す変数として、攻撃国の GDP に
占める相手国への輸出入量額を投入する。世界銀行の GDP データ(World Bank  2018)と
Gleditsch (2002)を用い、Barieri et al. (2009)のダイアドの貿易データで割り、自然対数を
とることで「貿易依存度(自然対数)」の変数を作成した。なお、1950 年以前のデータは欠
損が多いため、第二次世界大戦以前と全期間を対象とした分析には含めていない。各国の

相対的な国力を表す変数として、COW の National Material Capability Index(NMCI)を
用いる(Singer et al. 1972)。NMCI は軍事費、軍人数、エネルギー消費量、鉄鋼生産量、
都市人口、総人口で構成されており、各構成要素の世界的なシェアから各年の相対的な国

力を 0から 1の間で示している。 
ダイアドの地理的な位置関係もコントロール変数として投入する。国境のデータは

Stinnett et al.(2002)のものを用いた。当該データセットから、1) 地理的に地続きである、
あるいは、2) 水面を考慮した近接性(water contiguity)において、国家間の距離が 24 マイ
ル以下である場合を１とする「隣国ダミー」を作成した。距離に関するもう一つの変数と

して、Gleditsch (2008)のデータからダイアドにおける首都間の距離の自然対数をとった
「首都間距離(自然対数)」を作成し投入する。 
最後に、内戦に関する変数を投入する。COW が公開している Sarkees and Wayman 

(2010)の “COW War Data, 1817-2007”より、1) 主要都市で発生している紛争であり、2) 
政府が参加している紛争であり、3)紛争に参加しているアクターの双方が反撃を行なって
おり、かつ 4) 年間 1000 人以上の死者が発生している紛争、と定義される「内戦」の変数
を用いる。ここでは、内戦が発生している場合を 1 とするダミー変数を作成した。これら
の分析に用いる各変数の記述統計は表 1 の通りである。また、軍のリクルート方式と政治
体制のヒストグラムを図 1に表した。 
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表 1:  記述統計 

 
 

 
図 1: 軍のリクルート方式と政治体制のヒストグラム 

 
3.5. 分析モデル 
本研究では志願制ダミーと民主主義ダミー、及びその交互作用項を主要な独立変数とし

て考え、従属変数を MIDs ダミーとしたプロビット分析を行う。データセットの構造は
Binary Time Series Cross Section Dataであり、各変数の時間依存性を考慮した分析が必
要となる。そこで本分析では、「前回の MIDs からの経過年数」、その自乗項、三乗項を
投入することで対処した(Carter and Signorino 2010)。また、独立変数及びコントロール
変数は全て 1 年のラグをとり、標準誤差はダイアドでクラスター化した修正標準誤差を用
いる。 
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3.6. 分析結果 
表 2 は、潜在的な攻撃国の徴兵制と政治体制がMIDs 発生に与える影響を 4 つの時代区
分で分析した結果である。交差項を投入していないモデル(1,3,5,7)では、冷戦後(モデル 5)
以外の時代区分において徴兵制の係数は統計的に有意にプラスである。その一方で、攻撃

国の民主主義ダミーはすべての期間において有意にマイナスである。軍のリクルート方式

ごとに MIDs の予測確率を推定した結果が図 2 である。全ての期間において徴兵制の方が
志願制よりもMIDsの開始確率が高い傾向にあることが分かる(ただし有意な差が生じてい
るのは冷戦期及び全期間を対象としたモデルである)。これは、Choi and James (2003)の
分析結果とも一致しており、一般にイメージされるように、徴兵制には好戦的な傾向があ

るといえる。 
 

表 2: 分析結果(1) 
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図 2: 軍のリクルート方式ごとのMIDs開始予測確率 

 
徴兵制の好戦性が政治体制に条件づけられていることは、徴兵制と政治体制の交差項を

投入したモデル(2,4,6,8)の結果から明らかである。すべてのモデルにおいて、徴兵制ダミ
ーと民主主義ダミーの交差項が有意となっている。その他の変数は概ね先行研究と一致し

た結果となっているが、特筆に値するのは相手国側の政治体制が時代区分によって係数が

異なり、しかもそれが有意となっていることである。19 世紀から第二次世界大戦までと、
冷戦後では、民主主義国家の方が攻撃の対象となりづらい一方、冷戦期においては攻撃の

対象となりやすくなっている。これらの分析そのものは、民主主義国家同士のダイアドに

限定していないため、Monadicな政治体制と徴兵制の効果を見ているといえる。 
政治体制ごとに徴兵制の限界効果をシミュレーションした結果が図 3 である。その他の
変数を平均値と中央値に固定した時、徴兵制を導入すると有意に紛争開始確率が上昇する

が、それは仮説で予想された通り政治体制によって条件づけられている。全ての期間にお

いて、権威主義国家が徴兵制を導入すると紛争開始確率が上昇する。他方、民主主義国家

においては第二次世界大戦以前、冷戦期、冷戦以後では、徴兵制が統計的に有意な効果を

もたないが、1821 年から 2005 年という超長期では、紛争を開始させづらくしている。こ
れは裏を返せば、徴兵制を撤廃し志願制を導入すると、民主主義国家は好戦的にすらなり

得るということを示唆しているといえる。 
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図 3: 政治体制ごとの徴兵制の限界効果(1) 

 
限界効果の値は非常に小さいが、実質的な効果がないわけではない。図 4 は、相手国を
権威主義国家、その他の変数を平均値と中央値に固定した場合の、徴兵制と志願制それぞ

れの紛争開始の予測確率をモデル 2、4、6、8 から推定した結果である。紛争開始確率は
いずれも元々低いが、全期間を対象とした予測確率の差に注目すると、権威主義国家では

志願制と比較すると徴兵制はその確率が約 3 倍近くとなっている。その一方で、民主主義
国家では志願制の紛争開始確率が約 1.5 倍であることが分かるが、95%信頼区間に注目す
ると、有意ではない。以上の結果から、権威主義国家に関しては、軍のリクルート方式が

紛争開始確率に与える影響は実質的にかなり大きいことが見て取れる。この図からも、図

2 で示された一般的なイメージ通りの好戦性の高さは、主に権威主義国家における徴兵制
に由来しており、民主主義国家においては当てはまらないと示唆されている。また、徴兵

制民主主義国家における好戦性は、志願制民主主義国家に比して低い傾向にあると見て取

れる。 
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図 4: 軍のリクルート方式・政治体制ごとのMIDs発生確率 

 
表 3 は、潜在的な攻撃国のリクルート方式と政治体制、さらに相手国の政治体制の三重
交差項を考慮したモデルの分析結果である。三重交差項の投入により、民主主義国家同士

は紛争が起こりにくいという、民主的平和論のこれまでの知見をより正確にモデルに反映

することができる Dyadic な効果を見ているといえる。攻撃国、相手国の政治体制の組み
合わせに基づき限界効果をシミュレートした結果が図 5 である。これらの分析において、
先述の図 3 と概ね似通った結果が得られている。ただし、いくつか異なる点もある。第一
に、民主主義国家では全分析期間においても、徴兵制を導入することが紛争開始確率に影

響を与える関係が僅かに統計的に有意となっていない。第二に、権威主義体制の場合、徴

兵制の導入は冷戦以後の相手国を権威主義国とした組み合わせを除き、紛争開始確率を有

意に上昇させている。 
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表 3: 分析結果(2) 
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図 5: 政治体制ごとの徴兵制の限界効果(2) 

 
図 6 は表 3 で示した各モデルをもとに、リクルート方式と政治体制の組み合わせのそれ
ぞれの紛争開始確率をシミュレートした結果である。この図は、図 4 の結果に新たに交互
作用項に加わった Dyadic な政治体制の影響を考慮に入れたものと考えることができる。
上部は攻撃国側が権威主義国家の場合であり、下部は攻撃国側が民主主義国家の場合であ

るが、これらを見ると、民主主義国家同士の組み合わせは、徴兵制、志願制を問わず、紛

争開始確率が明らかに低い傾向にある。これは、いわゆる民主的平和論の効果は兵士のリ

クルート方式に影響を受けないほど大きいという結果を示唆していると考えられる。この

結果は、表 3 の各モデルにおいて、民主主義国家の組み合わせ同士の交互作用項は統計的
に有意なマイナスの符号を示しているが、三重の交互作用項が統計的に有意になっていな

い点と一致しているといえる。 
権威主義国家が攻撃国側の場合は、図 4 と同様に、徴兵制を敷いていると、相手国が権
威主義国家、民主主義国家を問わず好戦的である傾向が見られ、図 3、4、5 で確認された
徴兵制権威主義国家の好戦的傾向が頑健に示されているといえる。さらに、ここで注目す

べき点は、戦後の冷戦期では、この最も攻撃的なカテゴリーと考えられる徴兵制権威主義

国家は、特に民主主義国家を相手に紛争を仕掛けており、この意味では、Peceny et al. 
(2002)が、民主主義国家同士の組み合わせだけではなく、権威主義国家同士も紛争に陥り
づらいという Dictatorial peaceの存在を同期間において主張したのと同様の結果を確認で
きるといえよう。この傾向は、図 5 の冷戦期の権威主義体制の限界効果からも読み取れる。 
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図 6: 軍のリクルート方式・政治体制ごとのMIDs開始予測確率 

 
最後に、ROC曲線を用いたモデルフィットの検討を行う(King and Zeng 2001)。全期間
を対象とし、交差項を入れないモデル(モデル 7)、交差項を投入したモデル(モデル 8)、三
重交差項を投入したモデル(モデル 12)の AUC(Area Under ROC Curve)を算出した。
AUCはモデルで正しく予測された割合と正しく予測されなかった割合をカットポイント
ごとに算出したもので、その値は 0.5から 1の間をとる。1に近ければ近いほどモデルは
観察されたデータによりフィットしていることを表している。計算の結果、AUCはモデ
ル 7が 0.9222、モデル 8が 0.9237、モデル 12が 0.9249であり、いずれも 0.9を超えて
いるため、非常に説明力が高いことを示している(Tape 2012)。 
 
3.7. 小括 
本節で得られた結果をまとめると、権威主義国家においては、徴兵制を導入することで

紛争開始確率が有意に上昇し、その効果は実質的に無視できない大きさであること、また

民主主義国家では徴兵制の導入は紛争開始確率には大きな影響を与えないが、全期間を対

象としたモデルではその確率を低下させる可能性があることが明らかとなった。さらに、

民主的平和を考慮した分析においても結果に大きな変化は生じなかった。これらの結果は、

前節において提示された仮説が支持されることを示唆している。 
好戦性と犠牲者を単純に比較するのは不可能であるが、本研究における徴兵制の好戦性

に関する分析結果は、徴兵制と紛争犠牲者の関係を見た Vasquez(2005)やHorowitz, Simp
son, and Stam (2011)といった研究における論争においては、徴兵制を敷いた民主主義国
家の紛争犠牲者が志願制を敷いた民主主義国家よりも少ないと主張した Vasquez(2005)の
研究に近い結果を得たといえよう。しかしながら、これらの研究と異なり好戦性をより直
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接的に計るため MIDs を従属変数に利用し、さらには方向性を伴ったダイアドデータによ
って分析を行ったことにより、どの体制とリクルート方式の組み合わせが好戦的かといっ

た関係が詳細に明らかとなったといえ、先行研究を大幅に拡張したといえるはずである。 
 
4. 結論と課題 
 
	 本研究では、民主的平和論の文脈において抜け落ちてしまっている兵士のリクルート方

式に着目して、紛争開始確率に与える影響を分析した。その結果、先行研究でも指摘され

る徴兵制の好戦的傾向は、主に権威主義国家において見られる現象であり、民主主義国家

における徴兵制に好戦的傾向があるわけではなかった。それどころか、分析によっては、

権威主義国家における徴兵制とは正反対に、民主主義国家における徴兵制は紛争開始確率

を減少させる可能性も示唆された。 
	 このような本研究の分析結果は、現在欧米各国や日本において議論されている徴兵制の

(再)導入に関する問題に対して実証的な見地から過去のデータ的な根拠をもって民主主義
国家における徴兵制の導入は国家の好戦性を増させないと明らかにした点で、これまでに

ない貢献を果たしたといえるだろう。しかしながら、本研究は民主主義国家において即座

に徴兵制が(再)導入されるべきだと主張しているわけではない。現実的な法整備や国民感
情の問題も然ることながら、徴兵制そのものの好戦的傾向は、ほぼ一貫して認められるの

であり、それを民主主義がどうにか抑えているというのが実態だと思われるからである。

したがって、過去の歴史を見れば、たしかに徴兵制の好戦的傾向は民主主義国家において

抑えられているように見えるとしても、その好戦性には十分な注意が必要である。 
	 最後に本研究の課題に触れると、本研究では徴兵制導入の内生性に関してコントロール

変数を投入することで対処したが、その結果には一定の留保が必要である。予め紛争を起

こすために徴兵制を導入している可能性が否定できず、その効果を過剰に推定している恐

れがある。それゆえ、より妥当な因果推論を行うためには徴兵制の操作変数を特定するな

どの工夫も必要となるだろう。ただし、徴兵制の導入が予め紛争を起こす意図を多分に含

んでいるのであれば、それは徴兵制の導入が権威主義国家だけではなく、民主主義国家に

も好戦性の増加をもたらしてしかるべきであるが、そのような結果にはなっておらず、民

主主義国家においては、むしろ好戦性を抑止する方向を示唆しており、政治体制により明

確な差が見られる点から、こうした内生性の問題は、本研究の分析結果の根幹に影響を与

えるものではないと考えられる。 
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1 たとえば、三浦(2019:259-260)は、「戦争はそこまで頻繁に起こる現象ではなく、なかな
か統計的手法に馴染まないところがあ」るとしているが、必ずしも大規模な戦争に至らず

とも、本研究のようにMilitarized Interstate Disputes(MIDs)などを利用した先行研究は
数多く存在している。Mousseau and Yuhand (1999: 642)は、「レアイベントの問題に対
処する一つの方法は、戦争を多くするのではなく、戦争まで至らない軍事的な国家間紛争

を観察することでイベントの数を増やすことである。‐中略‐1816年から 1992年まで約
2000の紛争と 71だけの戦争があったのを前提とすると(Jones et al. 1996: 167)、紛争の
観察は国家間戦争の観察よりも大きな推論上の潜在的な自由度を供給する」と指摘してい

る。 
2 ただし、Bell and Quek (2018)は、サーヴェイ実験を用いて権威主義国家の中国において
も民主主義国家に対する好戦性は下がると指摘し、民主的平和論の想定に疑問を投げかけ

ている。 
3 統計的分析は決して頑健とはいえないように見える。 
4 井上(2015b)では以下のように主張されている。「民主国家において戦力の発動に対する
シビリアン・コントロールを確立するだけでは、自衛に必要不可欠な限度を超えて戦力が

濫用される危険を抑止するには不十分である。国民の多数派が無責任な好戦感情に駆られ

て政府による戦力の濫用を是認・促進する危険を、シビリアン・コントロールはかえって

増大させる可能性すらある。このような危険に対する最大の歯止めは、かかる戦争を許す

なら、自らが、または、自らの子が、兵士として戦争に参加し、殺される危険を負うだけ

でなく、敵国民を殺して手を血で汚すという、深い心的外傷をしばしば伴うモラル・コス

トを払わざるをえない状況に、国民全員が置かれることである。これは国内体制が共和制

であることを恒久平和の一条件としたカントの議論の現代的含意でもある」(17)。 
5 現代においても北朝鮮のような国家における挑発的な対外政策に向けられた国民の熱狂
的支持が容易に想起される。 
6 ハーバーマス(1996=2012)は、カントを批判して、「国民」という概念と結び付いた民主
的国民国家が「その先行者である絶対主義国家よりも平和的にするというわけではない」

(198)としたうえで、「カントは正当にも当時の傭兵部隊のうちに『たんに他の人間の意の
ままになる……機械として使用』される道具としての人間を見出し、国民軍の整備を主張
している。しかしナショナリズムに燃える兵役義務者の大量動員が破壊的でイデオロギー

的に無制限な解放戦争の幕開けになることを、カントは予見できなかった」(同)とも述べ
ている。その一方で、「国内の民主的状態が他国に対する平和主義的態度を促すという考

えは、必ずしも間違いではない。歴史的-統計的に見て、民主的立憲国家はどんな独裁政権
よりも戦争をすることが少なく、他国との関係における好戦的度合が低い」(同)とも主張
して、ほぼ矛盾している。この矛盾はおそらく単なる議会の存在と現代的な意味での民主

主義を混同している部分に少なからぬ理由がありそうである。たとえば、ヘーゲルがカン

トを批判するかたちで大衆の暴走を指摘したのは、小ピット時代のイギリスであり(ヘーゲ
ル 1821=2001)、代表的な民主主義指標である Polity の基準でいえば、民主主義とは呼べ
ない。同様に、ヴァイマル共和国時代のドイツも今日的水準で民主主義と呼べるかは微妙

なところであり、ナチス期や戦前の日本などにいたっては今日的判断基準でいえば明らか

に全体主義や権威主義である。それゆえ、戦争を世論が支持したといわれる場合、世論は

一方的に国民の側から起こるのではなく、言論が権威主義体制によって統制されたうえで

創られたという因果関係も十分あり得る。 
7 ダイアドを構成する国家は、次の基準を満たすものである。即ち、1) 1920 年以前は人口
50 万人以上、かつイギリスかフランスと外交関係があること、2) 1920 年以後は国際連盟
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か国際連合に加盟しているか、人口が 50万人以上かつ 2つ以上の大国と外交関係があるこ
と、である(Correlates of War Project 2017)。 
8 MIDsはこれまでデータ上の誤りを指摘されてきたが、最新版では修正が施されている
ため、利用には問題がないと判断している。 
9 これらの変数のコントロールは徴兵制の内生性の問題の対処にとっても重要となる。と
いうのは、先行研究では、徴兵制は国際・国内紛争と正の相関を持つことが示されている

からである(Asal et al. 2016)。即ち、紛争が起こりやすい、あるいは予見されるからこそ
徴兵制が導入される可能性が示唆されているのである。 


